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１　事業の概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

3
3-1,3-2

　リスクの高い妊産婦や重症な新生児が発生した際の転
院搬送調整を行う母体・新生児搬送コーディネーターの
配置や、状態が安定した母体・新生児の戻り搬送の実施
等による搬送体制を整備することで産科施設等の支援を
行い、周産期医療体制の維持・充実を図る。更に、一般
産科医療機関が精神疾患合併妊婦を支援するための対応
能力向上を図る。
（１）母体・新生児搬送ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ事業　　 30,534千円
（２）母体・新生児広域搬送連携事業　　　 2,791千円
（３）精神疾患合併妊婦支援事業　　　　   　520千円

（１）事業内容
　　ア　母体・新生児搬送コーディネーター事業　30,534千円
　　　　県内のNICUや産科病床の空き情報を把握し、リスクの高い妊産婦や重症な新生児が生じた際に、効率的に搬送可
　　　能な病院を調整する母体・新生児搬送コーディネーターを24時間365日体制で配置する。
　　イ　母体・新生児広域搬送連携事業　　　　　 2,791千円
　　　　救急搬送された母体・新生児を他都県の医療機関から県内の医療機関に戻すなど「戻り搬送」を実施する。
　　ウ　精神疾患合併妊婦支援事業　　　　　 　　　520千円
　　　　精神科医の派遣や研修の実施により一般産科医療機関の精神疾患合併妊婦への対応能力向上を図る。
（２）事業計画
　　ア　切迫早産、前期破水など胎児の生命に危険がある場合に対応できる高次の医療機関への転院搬送を調整する。
　　イ　平成25年度から開始した他都県からの戻り搬送事業について、県で整備した新生児搬送用救急車も活用し、継続
　　　的に実施する。
　　ウ　精神疾患合併妊婦への対応能力を向上させる機会を提供することで、県内全域の一般産科医療機関での受け入れ
　　　を継続的に促す。
（３）事業効果
　　ア　母体・胎児の安全性の確保、産科医の負担軽減を図ることで分娩からの撤退を防ぐ。
　　イ　患者家族の負担軽減、他都県及び県内一部医療機関に長期間依存せず、県内全域で母体・新生児を支えるシステ
　　　ムを確立する。
　　ウ　妊婦にとってより身近な一般産科医療機関での精神的な不安解消はもとより、多くの精神疾患合併妊婦を受け入
　　　れる状況にある周産期母子医療センターの負担軽減や一般産科医療機関との役割分担が期待できる。

２　事業主体及び負担区分
（１）（国1/2・県1/2）事業者0
（２）（県10/10）事業者0
（３）（県10/10）事業者0

３　地方財政措置の状況
　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×0.8人＝7,600千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 33,845 14,812

前年額 34,112 14,812 19,300

― 保健医療部 111 ―

介護・医療体制の充実

19,033 △267

地域医療体制の充実



 

事業名

単位事業名 予算額 30,534千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 30,534 63 母体・新生児搬送コーディネーター業務

合計 30,534 63

単位事業名 予算額 2,791千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 2,791 △330 母体・新生児広域搬送連携業務

合計 2,791 △330

事業内訳書

安心できるお産環境支援事業費

母体・新生児搬送コーディネーター事業

主な内容

母体・新生児広域搬送連携事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 520千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 110 0 講師謝金

需用費 10 0 消耗品費

役務費 10 0 切手代

使用料及び賃借料 90 0 会場賃借料

負担金、補助及び交付金 300 0 精神疾患合併妊婦支援事業に係る補助

合計 520 0

精神疾患合併妊婦支援事業

主な内容


